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白書 2008 年版』p.283）。わが国では起業後 3 年以内に約 7 割の企業が廃業している（『中







































必ずしも正式でない採用方法は Carroll et al., (1999)、Gilbert and Junes (2000)、
















（Hambrick and Crozier, 1985）。Duchjsneau and Gartner (1990)の調査によると社歴が
平均 49 カ月でかつ成長の著しい企業は特別な技能や能力をもつ個人を採用していた。
Alpander, Carter, and Forsgren (1990)は起業後 3 年以内（1980 年から 1985 年の間に設
立され、1988 年にも存続する）で従業員数が 100 人以下の 122 社が直面している経営上
の問題を分析していた。こうした企業の起業後の売上高は平均値でみると、70,000 ドル（1







Barrett and Mayson (2007)はサンプル数のうち 45％は社歴が 10 年以下、30％は 20
年以上の企業で従業員数が 20 人以下（平均 6.54 人）の企業を対象とし、新たに雇用を増
















雇用成長率や売上高成長率は伸びていた。Skuras, et al., (2000) は既存の中小企業への補
助金による経営支援後のフォローアップとしてどのような追加支援策が必要かを検証して
いる。補助金を受けた後の経営支援策の一つに有能な人材(skilled labor)の紹介がある。












この節で利用するデータは国民生活金融公庫の全国の支店が 1999 年 4 月から同年 9 月に
かけて融資した企業のうち、融資時点で開業後 1 年以内の企業（開業前の企業を含む）2148
社へのアンケート調査結果である。これを開業年月でみると、1999 年 1 月から同年 12 月












欄に示したように、固有値（an eigenvalue）が 1 以上の三つの因子が抽出できた。因子負
荷量の大きさから分かるように、かなり明確な単純構造（変数が特定の因子によって説明

























































































検証 1a. 採用方法の違いは経営成果にどんな影響を与えるのか。（＋、－） 


































と考えられる。一部の例外を除けば（Boden and Nucci, 2001）、多くの先行研究は経営経
験（managerial experience）は成果を改善するという分析結果を得ている(Stuart and 
Abetti, 1990; Cooper et al., 1989)。また、過去における起業経験（entrepreneurial 
start-up experience）も成果を改善することが確認されている（Dyke et al., 1992; 










































































































































































































(4) 例えば、推定式が対数線形[log (Sales) = α＋β・(log Age)＋u]であれば、回帰係数と
被説明変数との関係は Age が 1%上昇すると Sales がβ％変化する、と読む。また、推定
式が半対数線形[log (Sales) = α＋β・(Age)＋u]であれば、Age の水準が 1％変化すると
Sales がβ％変化する、と読む。推定式を線形にするか対数線形にするかの判断について
はマダラ（2001, pp. 144-147）、山澤（2004, pp. 56-59）を参照せよ。 
 
(5) 推定式（4）、（7）と（10）では F(24, 966) ＝1.810＜1.819（1%水準有意）、推定式（5）、
（8）と（11）では F(22, 970) ＝1.552＜1.582（5%水準有意）、推定式（6）、（9）と（12）
では F(22, 970) ＝1.849＜1.935（1%水準有意）というように統計的に有意な格差の存在が
確認できた。 
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採用方法＼因子 1 2 3
募集広告への応募者 0.730 0.142 -0.075
かつての勤務先の同僚 -0.388 0.647 -0.270
親せき -0.042 0.027 0.585
個人的な友人 -0.127 -0.251 -0.014
個人的な友人の紹介 -0.041 -0.200 -0.035
固有値 1.203 1.163 1.037
累積寄与率（％） 24.070 47.338 68.073
モラールの高め方＼因子
とくにない -0.638 -0.215 -0.490
従業員が提案や意見をしやすい雰囲気や環境をつくっている 0.486 0.078 -0.009
できるだけ従業員に仕事の権限を委譲している 0.439 0.009 0.018
資格の取得を推進している -0.055 0.730 0.013
能力に応じて賃金を決定している 0.013 0.093 0.603
従業員の独立を支援している、あるいは独立に対して寛容な態度を示している 0.104 0.238 0.031
福利厚生面を充実している 0.032 0.178 0.098
固有値 1.738 1.192 1.036
累積寄与率（％） 24.835 41.868 56.667
注.因子負荷量はバリマックス回転後の値である。
   採用方法の因子への名づけ。
   因子１：募集広告への応募者
   因子２：かつての勤務先の同僚
   因子３：親せき
   モラールの高め方の因子への名づけ
   因子１：特に、工夫はしていない
   因子２：資格取得




採用方法 はい いいえ 合計
因子１.募集広告への応募者 347(34.220%) 667(65.779%) 1014(100%)
因子２.かつての勤務先の同僚 421(41.518%) 593(58.481%) 1014(100%)









モラールの高め方 はい いいえ 合計
因子1.特に、工夫はしていない 940(92.702%) 74(7.297%) 1014(100%)
因子2.資格の取得を推進している 189(18.639%) 825(81.360) 1014(100%)












採用方法 はい いいえ t[p]




























採用方法 はい いいえ t[p]







































起業時 0.604 1.697 1.895 0.151 5.348 69
現在 0.685 2.641 2.542 0.285 7.153 0
差 +0.081 +0.944 +0.647 +0.134 +1.805
t[P] 1.895[0.058] 4.494[0.000] 3.078[0.002] 2.260[0.023] 5.788[0.000]
II..採用方法別にみた雇用の増減
1. 常勤役員・正社員 利用した, N=347 利用しない, N=667 増減の平均値
現在 起業時 増減 現在 起業時 増減 t[P]
平均値 3.628 1.899 1.729 2.127 1.592 0.535 2.566[0.010]
募集広告 標準偏差 9.806 3.231 8.638 2.602 2.368 1.485
最大値 153 39 149 22 23 10
最小値 0 0 -4 0 0 -8
2. パートタイマー・
アルバイト
平均値 4.789 3.458 1.331 1.373 1.082 0.291 2.999[0.002]
標準偏差 8.034 5.474 6.346 2.797 2.777 1.551
最大値 70 50 70 40 32 20
最小値 0 0 -13 0 0 -9
3. 派遣社員・契約社員
平均値 0.155 0.118 0.037 0.352 0.167 0.184 -2.339[0.019]
標準偏差 0.782 0.729 0.56 1.865 1.158 1.422
最大値 7 10 6 27 25 26
最小値 0 0 -5 0 0 -5
F[P] 37.515[0.000] 71.029[0.000] 7.069[0.001] 87.833[0.000] 71.063[0.000] 9.756[0.000]
利用した, N=421 利用しない, N=593 増減の平均値
現在 起業時 増減 現在 起業時 増減 t[P]
勤務先の 1. 常勤役員・正社員
同僚 平均値 4.154 2.551 1.603 1.566 1.091 0.475 2.929[0.003]
標準偏差 8.448 3.145 7.772 3.357 2.131 1.803
最大値 153 23 149 68 39 29
最小値 0 0 -8 0 0 -3
2. パートタイマー・
アルバイト
平均値 2.529 1.631 0.897 2.551 2.082 0.468 1.780[0.075]a
標準偏差 6.192 4.797 4.041 4.881 3.457 3.872
最大値 52 50 50 70 25 70
最小値 0 0 -9 0 0 -13
3. 派遣社員・契約社員
平均値 0.349 0.168 0.181 0.239 0.138 0.101 0.938[0.348]
標準偏差 1.788 0.763 1.596 1.418 1.185 0.811
最大値 27 10 26 25 25 10
最小値 0 0 -5 0 0 -5
F[P] 39.993[0.000] 53.312[0.000] 8.061[0.000] 64.537[0.000] 93.927[0.000] 4.318[0.013]
利用した, N=71 利用しない, N=943 増減の平均値
現在 起業時 増減 現在 起業時 増減 t[P]
1. 常勤役員・正社員
親せき 平均値 1.732 1.07 0.661 2.709 1.744 0.965 -0.973[0.331]
標準偏差 3.107 1.914 2.083 6.314 2.742 5.383
最大値 15 13 12 153 39 149
最小値 0 0 -12 0 0 -8
2. パートタイマー・
アルバイト
平均値 4.225 2.169 2.056 2.415 1.874 0.541 1.872[0.065]
標準偏差 9.697 5.961 6.741 4.985 3.896 3.635
最大値 50 40 50 70 50 70
最小値 0 0 -3 0 0 -13
3. 派遣社員・契約社員
平均値 0.014 0.084 -0.07 0.305 0.155 0.149 -2.697[0.008]
標準偏差 0.118 0.603 0.593 1.639 1.056 1.233
最大値 1 5 0 27 25 26
最小値 0 0 -5 0 0 -5




     
表6.変数の定義と基本統計量
変数 平均値 標準偏差 最大値 最小値
従属変数
現在の月商（万円） 667.1884 1335.8227 17000 5
（対数値） 2.5012 0.4927 4.2304 0.6989
説明変数
性別、男性＝１ 0.8807 0.3243 1 0
起業時の年齢（歳） 41.472 9.3977 78 22
（対数値） 1.6062 0.1015 1.8921 1.3424
大学・大学院以上 0.4003 0.4902 1 0
役員＋管理職 0.6025 0.4896 1 0
経営経験あり＝１ 0.2159 0.4117 1 0
斯業経験あり＝１ 0.8727 0.3333 1 0
起業時の事業形態、法人＝１ 0.3885 0.4876 1 0
ベンチャーだと思う＝１ 0.1942 0.3958 1 0
開業資金合計（万円） 2136.9951 2755.6904 33000 3
（対数値） 3.1249 0.4192 4.5185 0.4771












   因子分析結果につては表2を参照せよ。






















変数/回帰式 [1] [2] [3] [4] 平均値による評価
回帰係数・t値 回帰係数・t値 回帰係数・t値 回帰係数・t値 [１－１] [２－１] [３－１] [４－１]
定数項 0.901(3.900)*** 0.896(3.972***) 0.827(3.638***) 0.831(3.735***) - - - -
募集広告への応募者 0.020(1.339) 0.020(1.345) 13.344 13.344
かつての勤務先の同僚 0.119(7.290***) 0.114(7.004***) 79.395 76.059
親せき -0.052(-3.079**) -0.049(-2.902***) -34.694 -32.692
特に、工夫をしていない 0.026(1.896*) 0.026(1.977**) 17.347 17.347
資格の取得を推進している -0.004(-0.287) -0.006(-0.445) -2.669 -4.003
成果主義型賃金支払い 0.086(5.314***) 0.076(4.774***) 57.378 50.706
男性 0.012(0.339) 0.010(0.286) 0.018(0.531) 0.016(0.451) 8.006 6.672 12.009 10.675
起業時の年齢 -0.131(-0.988) -0.041(-0.327) -0.051(-0.384) 0.025(0.202) -2.107 -0.660 -0.820 0.402
大学・大学院 0.046(1.791*) 0.049(1.971**) 0.049(1.929*) 0.051(2.074**) 30.691 32.692 32.692 34.027
常勤役員・管理職 0.109(4.431***) 0.078(3.184***) 0.105(4.299***) 0.076(3.114***) 72.724 52.041 70.055 50.706
経営経験 -0.095(-3.320***) -0.076(-2.677***) -0.099(-3.503***) -0.080(-2.857***) -63.383 -50.706 -66.052 -53.375
斯業経験 0.120(3.120**) 0.072(1.796*) 0.111(2.936***) 0.067(1.710*) 80.383 48.038 74.058 44.702
法人形態 0.284(9.491***) 0.252(8.358***) 0.275(9.361***) 0.245(8.326***) 189.482 168.131 183.477 163.461
ベンチャー 0.20(0.610) 0.008(0.243) 0.009(0.294) -0.0009(-0.029) 133.438 5.338 6.005 -0.600
開業資金額 0.411(12.160***) 0.386(11.478***) 0.397(11.927***) 0.375(11.336***) 0.128 0.120 0.124 0.117
雇用増 0.367(6.810***) 0.348(6.623***) 0.346(6.517***) 0.330(6.344***) 244.858 232.182 230.847 220.172
Adj. R 2 0.455 0.491 0.473 0.505
F  values 48.125*** 47.688*** 44.373*** 44.215***
注.　OLS; 従属変数は月商（対数値）。サンプル数は1014である。
     平均値による評価の単位は万円である。
     業種（８つ）ダミーを含む。t値は分散不均一性を考慮した値である。
     説明変数間におけるVIFの最大値は1.798である。




























変数/回帰式 [1] [2] [3] 平均値による評価
回帰係数・t値 回帰係数・t値 回帰係数・t値 [1－１] [2－１] [3-1]
定数項 0.932(4.015***) 0.852(3.731***) 0.888(3.864***) - - -
経営経験×募集広告 0.039(1.136) 0.025(0.741) 26.020 16.680
経営経験×勤務先の同僚 0.097(2.818***) 0.089(2.575***) 64.717 59.380
経営経験×親せき -0.010(-0.304) -0.008(-0.245) -6.672 -5.338
経営経験×工夫をしていない 0.035(1.175) 0.031(1.040) 23.352 20.683
経営経験×資格の取得 -0.068(-1.830*) -0.060(-1.635*) -45.369 -40.031
経営経験×成果主義型賃金 0.067(1.883*) 0.061(1.714*) 44.702 40.698
男性 0.009(0.268) 0.014(0.401) 0.012(0.348) 6.005 9.341 8.006
起業時の年齢 -0.122(-0.931) -0.094(-0.719) -0.091(-0.696) -0.038 -0.029 -0.023
大学・大学院 0.046(1.784*) 0.046(1.769*) 0.045(1.774*) 30.691 30.691 30.023
常勤役員・管理職 0.108(4.334***) 0.110(4.450***) 0.108(4.345***) 72.056 73.391 72.056
経営経験 -0.086(-2.997***) -0.095(-3.355***) -0.087(-3.044***) -57.378 -63.383 -58.045
斯業経験 0.108(2.761***) 0.120(3.138***) 0.109(2.786***) 72.058 80.063 72.724
法人形態 0.279(9.249***) 0.274(8.993***) 0.271(8.838***) 186.146 182.810 180.808
ベンチャー 0.011(0.347) 0.021(0.636) 0.012(0.390) 7.339 14.011 8.006
開業資金額 0.402(11.957***) 0.408(12.150***) 0.399(11.977***) 0.125 0.127 0.124
雇用増 0.358(6.650***) 0.368(6.869***) 0.359(6.725***) 238.853 245.525 239.521
Adj. R 2 0.459 0.458 0.461
F  values 41.977*** 41.923*** 37.162***
変数/回帰式 [1] [2] [3] 平均値による評価
回帰係数・t値 回帰係数・t値 回帰係数・t値 [1－１] [2－１] [3－１]
定数項 0.921(3.996***) 0.906(3.919***) 0.923(4.004***) - - -
ベンチャー×募集広告 0.057(1.529) 0.048(1.270) 38.030 32.025
ベンチャー×勤務先の同僚 0.104(2.652***) 0.098(2.509**) 69.388 65.384
ベンチャー×親せき -0.008(-0.194) -0.008(-0.174) -5.338 -5.338
ベンチャー×工夫をしていない 0.057(1.325) 0.048(1.126) 38.030 32.025
ベンチャー×資格の取得 -0.013(-0.340) -0.015(-0.410) -8.673 -10.008
ベンチャー×成果主義型賃金 0.112(2.572***) 0.098(2.189**) 74.725 65.384
男性 0.012(0.346) 0.011(0.311) 0.011(0.320) 8.006 7.339 7.339
起業時の年齢 -0.129(-0.981) -0.122(-0.929) -0.121(-0.925) -2.075 -1.963 -1.947
大学・大学院 0.046(1.802*) 0.046(1.801*) 0.046(1.803*) 30.691 30.691 30.691
常勤役員・管理職 0.108(4.370***) 0.110(4.471***) 0.108(4.407***) 72.056 73.391 72.056
経営経験 -0.096(-3.377***) -0.098(-3.408***) -0.098(-3.444***) -64.050 -65.384 -65.384
斯業経験 0.112(2.810***) 0.119(3.121***) 0.111(2.816***) 74.725 79.395 74.058
法人形態 0.277(9.154***) 0.283(9.514***) 0.277(9.197***) 184.811 188.814 184.811
ベンチャー 0.012(0.375) 0.002(0.085) -0.002(-0.066) 8.006 1.334 -1.334
開業資金額 0.406(12.072***) 0.406(12.197***) 0.403(12.118***) 0.127 0.127 0.126
雇用増 0.350(6.556***) 0.358(6.768***) 0.344(6.507***) 233.516 238.853 299.513
Adj. R 2 0.460 0.458 0.461
F  values 42.125*** 41.834*** 37.228***
注.　OLS; 従属変数は月商（対数値）。サンプル数は1014である。
     上段の説明変数間におけるVIFの最大値は1.746である。
     経営経験を除いて推定すると、交差項（経営経験×資格の取得）のマイナス効果が強くなり、
     交差項（経営経験×成果主義型賃金）の効果はなくなる。
     下段の説明変数間におけるVIFの最大値は1.742である。




       
表9. 経営経験の有無と説明変数
全体 経験あり 経験なし 「あり」と「なし」の平均値の格差
N=1014 N=219 N=795 t[P]
＜月商；万円＞
平均値 667.188 702.817 657.373 0.445[0.656]
標準偏差 1335.822 1486.924 1291.943
最大値 17000 17000 15000
最小値 5 12 5
＜性別：男性＞
平均値 0.88 0.89 0.878 0.624[0.532]a
標準偏差 0.324 0.313 0.327
最大値 1 1 1
最小値 0 0 0
＜年齢；歳＞
平均値 41.472 45.456 40.374 7.298[0.000]a
標準偏差 9.397 9.033 9.202
最大値 78 78 69
最小値 22 26 22
＜学歴；大学卒＋大学院修了＞
平均値 0.4 0.42 0.394 0.671[0.502]a
標準偏差 0.49 0.494 0.489
最大値 1 1 1
最小値 0 0 0
＜常勤役員・管理職＞
平均値 0.602 0.739 0.564 5.186[0.000]
標準偏差 0.489 0.439 0.496
最大値 1 1 1
最小値 0 0 0
＜斯業経験＞
平均値 0.215 0.858 0.876 -0.735[0.462]a
標準偏差 0.411 0.349 0.328
最大値 1 1 1
最小値 0 0 0
＜法人形態＞
平均値 0.388 0.57 0.338 6.451[0.000]a
標準偏差 0.487 0.496 0.473
最大値 1 1 1
最小値 0 0 0
＜ベンチャー企業＞
平均値 0.194 0.251 0.178 2.261[0.024]
標準偏差 0.395 0.434 0.383
最大値 1 1 1
最小値 0 0 0
＜開業資金額；万円＞
平均値 2136.995 2183.666 2124.138 0.285[0.775]
標準偏差 2755.69 3177.146 2629.85
最大値 33000 33000 26700
最小値 3 140 3
＜雇用増＞
平均値 0.122 0.129 0.121 0.448[0.654]
標準偏差 0.228 0.224 0.230
最大値 1.592 1.041 1.591
最小値 -0.556 -0.301 -0.556
注.a;等分散を仮定した検定結果である。
   業種は省略した。  
 
表10. 経営経験の有無と交差項
経験あり 経験あり 経験あり なし なし なし
変数/回帰式 [1] [2] [3] [4] [5] [6] [7] [8] [9] [10] [11] [12]
定数項 (+; ***) (+; ***) (+; ***) 1.011*** 0.991*** 1.010*** 1.597*** 1.434*** 1.607*** 0.848*** 0.869*** 0.879***
経営経験 (-; ***) (-; ***) (-; ***)
ベンチャー×募集広告 (+) (+) (+) (+) (+) (-) (+) (+)
ベンチャー×勤務先の同僚 (+; ***) (+; **) 0.100** 0.094** 0.179** 0.175** 0.076* (+)
ベンチャー×親せき (-) (-) (-) (-) (+) (-) (-) (-)
ベンチャー×工夫をしていない (+) (+) (+) (+) (+) (-) (+) (+)
ベンチャー×資格の取得 (-) (-) (-) (-) -0.148** -0.152** (+) (+)
ベンチャー×成果主義型賃金 (+; ***) (+; **) 0.103** 0.088** (+) (-) 0.143*** 0.134**
男性 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
起業時の年齢 (-) (-) (-) (-) (-) (-) -0.639** -0.650** -0.675** (-) (-) (-)
大学・大学院 (+; *) (+; *) (+; *) 0.046* 0.047* 0.046* (-) (-) (-) 0.062** 0.061** 0.061**
常勤役員・管理職 (+; ***) (+; ***) (+; ***) 0.104*** 0.106*** 0.104*** 0.094* 0.108* 0.104* 0.108*** 0.112*** 0.111***
斯業経験 (+; ***) (+; ***) (+; ***) 0.112*** 0.120*** 0.112*** 0.167** 0.202*** 0.151* 0.083* 0.077* 0.075*
法人形態 (+; ***) (+; ***) (+; ***) 0.268*** 0.274*** 0.267*** 0.257*** 0.258*** 0.250*** 0.292*** 0.298*** 0.293***
ベンチャー (+) (+) (-) (+) (+) (-) (-) (+) (-) (+) (+) (+)
開業資金額 (+; ***) (+; ***) (+; ***) 0.405*** 0.406*** 0.402*** 0.460*** 0.500*** 0.478*** 0.396*** 0.395*** 0.391***
雇用増 (+; ***) (+; ***) (+; ***) 0.350*** 0.359*** 0.345*** 0.235* 0.288** 0.267** 0.363*** 0.361*** 0.349***
Adj. R2 0.460 0.458 0.461 0.454 0.452 0.456 0.408 0.408 0.415 0.475 0.478 0.479
F  values (***) (***) (***) 43.221***42.891***37.928***8.516*** 8.537*** 7.731*** 37.046*** 37.420*** 32.816***
サンプル数 1014 1014 1014 1014 1014 1014 219 219 219 795 795 795
注.　OLS; 従属変数は月商（対数値）。
     回帰式[1],[2],[3]は表8(下段)の再掲である。回帰式(4)以降はt値を省略し、有意性のある変数のみを掲載した。
     説明変数間におけるVIFの最大値は2.274である。
     *P<0.1, **P<0.05, ***P<0.01。  
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